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一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導に関する運用基準

第一章 総則

第１ 目的等

（１）目的

「一ツ葉・木花エリアにおける土地利用誘導に関する運用基準」（以下「本運用基

準」）は「宮崎市オープンシティまちづくり計画」（以下「本計画」という。）に基づ

き、市街化調整区域内の「一ツ葉・木花エリア」において、観光資源及び周辺環境

の有効利用による観光の振興、地域経済の活性化及び交流人口の拡大を目的に、観

光・リゾート系施設及び物流・工業系施設に関する土地利用について、市街化調整

区域の法的位置付け及び市全体のまちづくりの方向性との整合並びに周辺環境への

影響等を考慮し、土地利用誘導にあたっての基準の明確化を行うものである。

（２）関連する主な基準等との関係

観光・リゾート系施設については、「宮崎市市街化調整区域内の立地に関する審査

基準」（以下「審査基準」という。）における都市計画法（昭和 43 年法律第 100 号、

以下「法」という。）第 34 条第２号の「鉱物資源、観光資源、その他の資源の利用

上必要なもの」及びこれに相当する同法施行令第 36 条第１項第３号イの適用を、物

流・工業系施設については、審査基準における法第 34 条 14 号の「市長があらかじ

め開発審査会の議を経た開発行為」及び「宮崎市開発審査会付議基準」の「その他」

の適用を受けるものとする。

第２ 定義

（１）観光・リゾート系施設

第二章第２（１）に掲げる用途をいう。

（２）物流・工業系施設

第二章第２（２）に掲げる用途をいう。

（３）地場

主に本計画に基づき立地する建築物周辺及び宮崎市内をいい、県内を含む。

（４）観光資源

集客性のある固有の自然環境及び自然景観（以下「自然環境等」という。）、自
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然環境等の中に立地する集客性のある建築物及び施設、並びに地場の生産物をい

う。

（５）延べ面積

建築基準法施行令第２条第１項第４号に規定するものをいう。

（６）建築物の高さ

施行令第２条第６項に規定する「地盤面からの高さ」をいう。

（７）生産物

客に提供する前に素材として加工されていないものをいう。

（８）生産品

客に提供する前に素材として加工されているものをいう。

（９）旅館・ホテル

旅館業法（昭和 23年法律第 138 号。以下同じ）第２条第２項に規定する旅館・

ホテル営業を営むもの。

（10）簡易宿所等

旅館業法第２条第３項に規定する簡易宿所営業及び同法第２条第４項に規定す

る下宿営業を営むもの。

（11）１事業

本計画に適合し、同一事業者が事業執行上一体のものとして開発又は建築の許

可を取得する事業。
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第二章 土地利用可能なエリアと対象用途及び規模等

第１ 対象エリア

本運用基準の対象となる「一ツ葉エリア」・「木花エリア」は、以下に示す図（図１、

図２）のとおりとする。ただし、本章第２に規定する対象用途の系統別の対象エリアは、

当該図中の凡例に示すとおりとする。

（１）一ツ葉エリア

図１
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（２）木花エリア

図２
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第２ 対象用途

（１）観光・リゾート系施設

対象となる建築物の用途は下記によるもので、本計画又は「宮崎市観光振興計

画」の方針に適合していることについて、市の関係部局と調整・確認が図られる

ものであること。

１）Ａ施設

①飲食店舗

主に地場の生産物・生産品を中心としたメニューの提供を行うもの。ただし、

観光客の誘客や回遊性に寄与すると考えられる場合はこの限りでない。

②物品販売店舗

主に地場の生産物・生産品を取扱うもの。ただし、観光客の誘客や回遊性に寄

与すると考えられる場合はこの限りでない。

③マリンスポーツ・アウトドア・レジャー関連施設

観光資源等の享受を目的とした者を対象としたもので、スポーツ・アウトドア・

レジャーの体験・普及等の用に供する用途、並びに関連する用具の貸出しや販売を

行うもの等。

④その他の施設

ワーケーション施設、コワーキング施設を営むもの。

２）Ｂ施設

①宿泊施設

主に観光資源の享受を目的とした者を対象としたもので、旅館業法第３条の規

定に基づく知事の許可を得られることが確実であるもの。ただし、管理人（当該施

設の所有者又は運営者から管理を委任された者を含む。）が常駐するものに限る。

（２）物流・工業系施設

対象となる建築物の主要用途は、下記によるもの。

①物流系施設

物流センター、倉庫業を営む倉庫その他これらに類するもの。

②工業系施設

食品（飲料品を含む。）の製造又は加工を行うもの。

第３ 観光・リゾート系施設の規模等

（１）Ａ施設

本章第２（１）１）については、以下のとおりとする。

①延べ面積は 500 ㎡以下とすること。
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②敷地に接する道路（以下「前面道路」という。）の幅員は４ｍ以上で、かつ、前面

道路に面する間口が６ｍ以上あること。

③１事業あたり２用途２棟までとする。ただし、１棟建てとする場合はこの限りで

ない。なお、２棟建てとする場合、各棟の延べ面積は①に準じるものとし、２用

途１棟建てとする場合、延べ面積は 1,000 ㎡以下とする。

（２）Ｂ施設

本章第２（１）２）については、以下のとおりとする。

①Ｂ施設用途が主要用途であること。ただし、当該施設の運営上必要とされる附属

用途（飲食・物品販売スペース等）を含む。

②延べ面積は 1,500 ㎡以下とすること。

③前面道路の幅員は６ｍ以上、かつ、敷地の周長の１/８以上が接すること。

④敷地には、前面道路に面する間口が６ｍ以上の車両出入口を確保し、車両（大型

車含む。）の出入り及び歩行者の通行に支障がないよう適切に配置をすること。

⑤本項（１）に適合する用途を併設することができる。ただし、当該併設する用途

の部分は１事業あたり１棟までとし、その規模は本項（１）①に準ずるものとす

る。

第４ 物流・工業系施設の規模等

建築物の規模は、道路交通を含めた周辺環境への影響に配慮した適正な規模であ

ること。

第５ その他の基準

（１）対象用途の制限

第二章第２に規定する対象用途については、風俗営業等の規制及び業務の適正化

等に関する法律（昭和 23年法律第 122 号）第３条に規定する風俗営業の許可を要

するものを除く。

（２）建築物の高さ

原則として 10ｍ以下とする。ただし、本項（５）に掲げる対策上その他やむを

得ない合理的な理由がある場合は、この限りでない。

（３）駐車場

敷地内若しくは近隣地に、建築物の用途及び規模を考慮した適正な規模の来客用

及び従業員用駐車場を設けること。



7

（４）景観等

前項に掲げるほか、建築物、屋外広告物その他工作物及び敷地の意匠・色彩等

は、周辺の自然環境等と調和したものとしなければならない。また、以下の条例

に基づく届出等が必要な場合は、当該条例に基づく基準に適合しなければならな

い。

① 宮崎市緑のまちづくり条例

② 宮崎市景観条例

③ 宮崎市屋外広告物条例

（５）防災対策

「宮崎市地域防災計画（南海トラフ地震防災対策進計画編）」に示された、建築

計画地近傍における最短津波到達時間内に、施設利用者が「宮崎市津波ハザード

マップ」で示された当該施設立地地点の浸水深以上の場所に避難できる体制及び

環境が確保され、又は当該建築物が鉄筋コンクリート造又は鉄骨造等で津波に対

する構造体の安全性を確保し、かつ、当該建築物と一体となった避難施設の整備

が図られるものであること。なお、施設整備により対応する場合は、可能な限り

周辺住民の避難も受け入れるものであること。

（６）その他

①前項までに定めるもののほか、関係法令及び基準等に適合するものであること。

②道路、雨水排水施設及び上下水道その他公共施設の新たな整備の必要がないもので

あること。ただし、事業者の負担において整備を行う場合で、関係行政機関との協

議が整うものにあってはこの限りでない。

③夜間照明施設を設置する場合、周辺の夜間の住環境及び営農環境等に配慮すること。
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第三章 手続き等

第１ 事前相談

本計画（宮崎市観光振興計画の方針に適合するもの含む。）及び本運用基準（以下「計

画・基準」という。）に基づく建築物に関し、法第 29 条、同第 34 条及び同第 43 条の許

可を受けようとする者は、当該計画・基準に適合していることを示す書類等を本運用基

準を所管する担当部署（以下「担当課」という。）に提出し、当該計画・基準に適合して

いることについて担当課の確認を受けるものであること。

第２ 地元説明等

担当課より、施設計画地周辺の住民、自治会及び利害関係者等（以下「地元住民等」

という。）に対し、施設計画の説明を行うよう指示があった場合、これに従うものである

こと。また、地元住民等から住環境又は営農環境その他従来の環境保全上の対策を求め

られた場合は、可能な限りこれに応じるものであること。

第３ 許可申請等

本章第１に規定する確認を受けた後の手続き等については、担当課の指示によるもの

とする。

附 則

本運用基準は、令和７年４月１日から施行する。


